６－イ　日中一時支援事業実施要領

（目的）

第１条　日中一時支援事業（以下「本事業」という。）は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第３項第３号の規定及び長久手市地域生活支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とする。

　（実施主体）

第２条　本事業の実施主体は長久手市とし、市長は、本実施要領の規定に基づき事業所登録が決定された事業者（以下「登録事業者」という。）に事業の実施を委託するものとする。

　（利用対象者）

第３条　本事業の対象となる者は、法第４条に規定する障害者及び障害児（以下「障がい者等」という。）であって市内に居住地を有する者の内、家族等と同居している者とする。
２　前項の規定にかかわらず、市外に居住地を有する障がい者等のうち、本市が法における自立支援給付の実施主体となっている者は、利用対象者とする。

３　第１項の規定にかかわらず、法における自立支援給付の実施主体が本市以外の市町村となっている者は、利用対象者としない。

　（事業内容）

第４条　本事業の内容は、午前８時から午後７時までの間において、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校の空き教室等において、障がい者等に活動の場を提供し、もって障がい者等を見守り、又は社会に適応するための日常的な訓練を行うものとする。ただし、当該時間の中で、事業者が提供可能時間を別に定めている場合は、その範囲内において、本事業を行うものとする。

２　本事業の利用日数の上限は、一月当たり２３日までとする。

　（事業者）

第５条　本事業を実施する事業者は、原則として法第５条第１項に規定する障害福祉サービス、同法第３０条第１項第２号に規定する基準該当障害福祉サービス又は児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援を行う事業所を運営する事業者とする。

　（事業所登録）

第６条　本事業を実施しようとする事業者は、事業者登録申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴　定款の写し

⑵　法人登記簿謄本の写し

⑶　運営規程

⑷　事業所（建物）の平面図

⑸　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

⑹　職員の有する資格等の記載のある職員名簿

⑺　利用者からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

⑻　指定障害福祉サービス事業者の指定通知書の写し

⑼　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、登録の適否を決定し、事業者登録決定・却下通知書により申請者に通知するものとする。
　（人員基準）

第７条　本事業を実施する事業者は、次に掲げる者を配置するものとする。

　⑴　施設長　１人

　⑵　支援員　１人以上

２　前項⑴の施設長については、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、その他これらに準ずると認められる資格を有する者を配置するものとする。

３　第１項⑵の支援員については、利用者の数が４を増すごとに１を加えて得

た数以上の人員を配置するものとする。

　（設備基準）

第８条　事業者は、本事業を行うに当たり、支援室、洗面所、便所その他運営上必要な設備を設けなければならない。

２　前項に定める設備の内、支援室については、利用者１人当たり３．３㎡以上の面積を確保しなければならない。

３　第１項に定める設備は、利用者の特性に応じたものでなければならない。

　（運営基準）

第９条　登録事業者は、利用者に対して適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。

２　登録事業者は、従業者の資質向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。

３　登録事業者は、サービス提供時に事故が発生した場合は、市長及び利用者の家族等に速やかに連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

４　登録事業者は、利用者に対し、その提供するサービスの内容、料金、サービスの提供に従事する職員の有する資格等及び経理状況を明示しなければならない。

５　登録事業者及び従業者は、正当な理由なく業務上知り得た利用者等に関する秘密を漏らしてはならない。

６　登録事業者及び従業者は、利用者等への虐待防止のために、必要な措置を講じなければならない。

７　登録事業者は、本事業に係る収入、支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入、支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。

８　前項の帳簿及び証拠書類は、５年間保管しなければならない。

　（提供の禁止）

第１０条　登録事業者は、利用者が次の各号に掲げる事業所を利用している日と同一日において、本事業を提供してはならない。

　⑴　法第５条第７項に規定する生活介護、同条第１２項に規定する自立訓練又は同条第１４項に規定する就労継続支援を行う事業所

　⑵　児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する児童発達支援又は同項に規定する放課後等デイサービスを行う事業所

　⑶　法第７７条第９項に規定する地域活動支援センター

２　次の各号のいずれにも該当する場合は、前項の規定を適用しないものとする。

⑴　保護者の入院等やむを得ない事情がある場合

⑵　同一の敷地内、隣接及び近接する事業所等での利用ではない場合

⑶　同一の指導員、生活支援員又は保育士による支援ではない場合　

（登録事業者の届出義務）

第１１条　登録事業者は、当該登録に係る申請事項に変更が生じたとき又は事業を廃止しようとするときは、速やかに事業者登録変更・廃止届を市長に届け出なければならない。

（登録事業者の取消し）

第１２条　市長は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録事業者に係る登録を取り消すことができる。

⑴　不正又は虚偽の申請により登録決定を受けたとき。

⑵　第１３条第２項に規定する支給決定障がい者等の代わりに不正に支払いを受けたとき。

⑶　前２号に掲げるもののほか、市長が登録事業者として適当でないと認めたとき。

　（利用申請）

第１３条　本事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、地域生活支援事業利用申請書を福祉事務所長に提出するものとする。

２　前項の申請書には、医師の診断書等、本事業の対象者であることを証する書類を添付しなければならない。ただし、福祉事務所長は、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認できるときは、当該書類を省略させることができる。

　（利用決定）

第１４条　福祉事務所長は、前条に規定する申請があったときは、内容を審査し、利用の可否を決定し、地域生活支援事業利用決定通知書により申請者に通知するものとする。なお、報酬区分の審査については、法第５条第２項に規定する居宅介護の内、通院等介助（身体介護を伴う）を算定する場合の審査項目に準ずる。

２　福祉事務所長は、前項の規定により利用決定した者（以下「利用決定障がい者等」という。）に対し、利用者証を交付するものとする。

３　前条に規定する申請を却下する場合は、却下決定を行うものとし、地域生活支援事業却下決定通知書により申請者に通知するものとする。
　（利用期間）

第１５条　利用期間は、利用決定のあった日から翌年の利用決定障がい者等の誕生日の月の末日までの範囲内で福祉事務所長が定めるものとする。
　（申請内容の変更の届出）

第１６条　利用決定障がい者等は、氏名、住所その他の申請内容を変更したとき又は利用を中止するときは、申請内容変更届出書により福祉事務所長にその旨を速やかに届け出なければならない。
　（利用者証の再交付）
第１７条　利用決定障がい者等は、利用量又はサービスの種類の変更を申請する場合、地域生活支援事業利用変更申請書を福祉事務所長に提出しなければならない。
　（利用量又はサービスの種類の変更）
第１８条　利用決定障がい者等は、利用量又はサービスの種類の変更を申請する場合、地域生活支援事業利用変更申請書を福祉事務所長に提出しなければならない。

２　福祉事務所長は、前項の規定による申請を受理した場合は、当該申請に係る障がい者等の障がいの種類・程度及びその他の心身の状況、当該申請者の事業の利用に関する意向並びにその他必要な事項を調査又は確認のうえ、利用量の変更の要否を判定し、変更をすることが適当であると認めるときは、利用量を定め変更決定を行い、変更をすることが適当でないと認めるときは、却下決定を行うものとする。

３　福祉事務所長は、前項の規定による変更決定を行ったときは、利用決定障がい者等に対して地域生活支援事業利用変更決定通知書を交付するものとする。

４　福祉事務所長は、第２項の規定による却下決定を行ったときは、利用決定障がい者等に対して変更申請却下通知書を交付するものとする。
　（利用決定の取消し）
第１９条　福祉事務所長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、利用決定を取り消すことができる。

⑴　利用決定に係る障がい者等が、事業の提供を受ける必要がなくなったと認めるとき。

⑵　利用決定障がい者等が、利用決定の有効期間内に、本市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき（第３条第２項に該当する場合を除く。）。

⑶　利用決定障がい者等が第１２条の規定による申請に関し虚偽の申請をしたとき。

２　福祉事務所長は、利用決定の取消しを行ったときは、利用決定取消通知書を利用決定障がい者等に交付するとともに、利用者証の返還を求めるものとする。
　（利用方法及び契約）

第２０条　本事業の提供を受けようとする利用決定障がい者等は、登録事業者に利用者証を提示し、事業の利用及び提供について、登録事業者と契約の締結を行わなければならない。

２　登録事業者は、事業の提供のつど、日中一時支援事業提供実績記録票に必要事項を記載し、事業の提供を受けた利用決定障がい者等（以下「利用者」という。）の確認を受けるものとする。
　（支給額）

第２１条　日中一時支援給付費（以下、「給付費」という。）の額は、一月につき、第 1 号に掲げる額から第 2 号に掲げる額を控除して得た額とする。

⑴　同一の月に受けた日中一時支援につき、別表１によって算定した費用の額（その額が現に当該日中一時支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に要した費用の額）

⑵　当該支給決定障害者等の家計の負担能力その他の事情をしん酌して別表２で規定する額（別表２で規定する額が前号に掲げる額の 100 分の 10 に相当する額を超えるときは、当該相当する額）

　（支給の方法）

第２２条　給付費の支給は、市長が前条で規定する支給額を登録事業者に支払うことによって行う。

２　前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、給付費を利用者に支払うことができる。

　（請求）

第２３条　登録事業者は、本事業を提供した月ごとに、本事業を提供した月の翌月１０日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、日中一時支援事業請求書に次に掲げる書類を添付して、給付費の請求を市長に行うものとする。

⑴　日中一時支援事業明細書
⑵　日中一時支援事業提供実績記録票の写し

２　市長は、前項の請求があった場合で審査のうえ適正と認めたときは、給付費を登録事業者へ支払うものとする。

　（不正利得の返還請求）

第２４条　市長は、偽りその他不正の行為により給付費の支給を受けた者があるときは、その者から、その給付費の額の全部又は一部を返還させることができる。

２　市長は、登録事業者が、偽りその他不正の行為により給付費の支給を受けたときは、当該登録事業者から、その給付費の額の全部又は一部を返還させることができる。

　（委任）

第２５条　この要領に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は別に定める。
別表１（第２１条関係）

	支援時間
	算定費用

	1時間～4時間
	4,000円

	4時間超～6時間
	6,000円

	6時間超～8時間
	8,000円

	送迎加算（片道）：540円

（一日当たり２回まで算定可能）


別表２（第２１条関係）
	所得区分
	負担上限月額

	生活保護受給者、生活保護境界層対象者又は市民税世帯非課税者
	0円

	市民税世帯課税者
	算定費用の1割


※　世帯の範囲については、支給決定障がい者等及びその配偶者とする。

　　ただし、支給決定障がい者等が18歳未満の場合は、当該支給決定障がい者等の保護者及びその配偶者とする。

附　則

　この要領は、平成１８年１０月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成２０年８月１日から施行する。

附　則

　この要領は、平成２１年８月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年１月４日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成２４年７月９日から施行する。

附　則

　この要領は、平成２６年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成２７年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、令和４年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要領は、令和６年４月１日から施行する。
